
議案第２号 

   専決処分の承認を求めることについて 

令和７年度鶴ヶ島市一般会計補正予算（専決第２号）について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により別紙のとおり専決処分した

ので、その承認を求める。 

 

  令和８年２月２４日提出 

 

 

鶴ヶ島市長 小 川 尋 海     

 

 

      提 案 理 由 

 衆議院議員総選挙等の執行に要する経費について、緊急に補正する必要があり、令

和８年１月１９日に専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、

この案を提出するものである。 



専  決  処  分  書 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文

の規定により、専決処分する。 

 令和７年度鶴ヶ島市一般会計補正予算（専決第２号）（別紙） 

 

  令和８年１月１９日 

 

 

鶴ヶ島市長 小 川 尋 海 

 

 



 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 度 

鶴ヶ島市一般会計補正予算書（専決第２号） 



令和７年度鶴ヶ島市一般会計補正予算（専決第２号） 

 

  令和７年度鶴ヶ島市の一般会計の補正予算（専決第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３４，４９３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ２７，０７５，２３１千円とする。 

第２条 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和８年１月１９日専決 

 

 

鶴ヶ島市長 小 川 尋 海 
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第１表　歳入歳出予算補正
歳　入

15 県支出金

3 委託金

18 繰入金

2 基金繰入金

款 項

歳　　　　入　　　　合　　　　計

2 



(単位　千円)

2,113,854 31,593 2,145,447

200,367 31,593 231,960

1,862,104 2,900 1,865,004

1,770,396 2,900 1,773,296

27,040,738 34,493 27,075,231

補正前の額 補 正 額 計

0
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歳　出

2 総務費

4 選挙費

款 項

歳　　　　出　　　　合　　　　計
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(単位　千円)

4,338,996 34,493 4,373,489

84,948 34,493 119,441

27,040,738 34,493 27,075,231

補正前の額 補 正 額 計
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１　総　括
（単位　千円）

15 県支出金 2,113,854 31,593 2,145,447

18 繰入金 1,862,104 2,900 1,865,004

27,040,738 34,493 27,075,231

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 計補正前の額 補　正　額

（ 歳　入 ）

歳　　入　　合　　計
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2 総務費 4,338,996 34,493 4,373,489

27,040,738 34,493 27,075,231歳　　出　　合　　計

計款 補正前の額 補　正　額

（ 歳　出 ）
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（単位　千円）

31,593 0 0 2,900

31,593 0 0 2,900

そ の 他
一　般　財　源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金 地 方 債
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２　歳　入

15 県支出金 2,113,854 31,593 2,145,447

 3 委託金 200,367 31,593 231,960

 1 総務費委託金 197,147 31,593 228,740

18 繰入金 1,862,104 2,900 1,865,004

 2 基金繰入金 1,770,396 2,900 1,773,296

 1 財政調整基金繰入金 946,396 2,900 949,296

27,040,738 34,493 27,075,231

一般会計

款　　項　　目 計補正前の額

歳　　入　　合　　計　

補　正　額
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(単位　千円)

 4 選挙費委託金 31,593 衆議院議員選挙費委託金 31,556

最高裁判所裁判官国民審査委託金 37

 1 財政調整基金繰入金 2,900 財政調整基金繰入金 2,900

15款　県支出金 3項　委託金　～　18款　繰入金 2項　基金繰入金

説　　　　　　　　明
節

区　　分 金　　額
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３　歳　出

 2 総務費 4,338,996 34,493 4,373,489 31,593 0 0 2,900

 4 選挙費 84,948 34,493 119,441 31,593 0 0 2,900

 2 選挙執行事務費 79,207 34,493 113,700 31,593 0 0 2,900

439

(県)

31,154 2,900

(県)

(県)

27,040,738 34,493 27,075,231 31,593 0 0 2,900

一般会計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　項　目 補正前の額 補　正　額 計

歳　　出　　合　　計　

439衆議院議員選挙費委託金

31,117衆議院議員選挙費委託金

最高裁判所裁判官国民審査委託金 37
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（単位　千円）

 1 報酬 1,963

 3 職員手当等 439 (人事課)

 7 報償費 6,264 選挙事務従事職員手当 439

 8 旅費 14 時間外勤務手当 439

10 需用費 3,175

11 役務費 5,054 (選挙管理委員会)

12 委託料 12,338 衆議院議員選挙執行経費 34,054

13 使用料及び賃借料 5,004 委員等報酬 1,963

17 備品購入費 242 報償費 6,264

費用弁償 12

職員旅費 2

消耗品費 1,526

燃料費 329

食糧費 66

印刷製本費 1,224

修繕料 30

通信運搬費 4,974

手数料 80

委託料 12,338

使用料及び賃借料 5,004

備品購入費 242

説　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

2款　総務費 4項　選挙費　～　2款　総務費 4項　選挙費

節
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１　特別職

職員数 期末手当 共済費 合　計

報　酬 給　料 （千円） 地域手当 その他 計 備　考

(人) 年間支給率 の手当 （千円） （千円）

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円）

その他の 3,831

1,218 77,860 8,328 0 833 90,852 2,138 92,990

特 別 職 4.60月分

計 1,238 154,433 27,696 48,307 0 2,770 233,206 26,582 259,788

その他の 3,831

1,150 75,897 8,328 0 833 88,889 2,138 91,027

特 別 職 4.60月分

計 1,170 152,470 27,696 48,307 0 2,770 231,243 26,582 257,825

その他の 0

68 1,963 0 0 0 1,963 0 1,963

特 別 職 0.00月分

計 68 1,963 0 0 0 0 1,963 0 1,963

比　較

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　　分

補正後

教育長含む

補正前

教育長含む
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給　　　　　与　　　　　費

職員数 報　　　酬 給　　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　　計 備考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 16 )

766 611,195 1,496,827 1,524,401 3,632,423 642,403 4,274,826

( 16 )

766 611,195 1,496,827 1,523,962 3,631,984 642,403 4,274,387

( 0 )

0 0 0 439 439 0 439

（　）内は任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員を記載（外書き）

区　　分

補　　　正　　　後 補　　　正　　　前 比　　　　　　　較

手　当　等 (千円） (千円） (千円）

36,271 36,271 0

58,263 58,263 0

159,066 159,066 0

30,281 30,281 0

6 6 0

100,110 99,671 439

472,902 472,902 0

387,868 387,868 0

19,473 19,473 0

27,405 27,405 0

232,756 232,756 0

1,524,401 1,523,962 439

退 職 手 当 負 担 金

計

特 殊 勤 務 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

通 勤 手 当

児 童 手 当

住 居 手 当

２　一般職

（１）　総括

区　　　　分

補 　正　 後

補　 正　 前

比　　　　較

　　職員手当等の内訳

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

地 域 手 当
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（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細 　

増減額

（千円）

 その他の増加分 ・ ・衆議院議員総選挙等の

執行による増

区　分 増減事由別内訳（千円） 説　　明（千円） 備　　　考

職員手当等 439
439 業務量の変動による増加分
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